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第一部 【企業情報】 

 

第１ 【企業の概況】 

 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 
第75期 

第１四半期 
連結累計期間 

第74期 

会計期間 
自 2021年４月１日 
至 2021年６月30日 

自 2020年４月１日 
至 2021年３月31日 

売上高 (千円) 1,871,089 7,694,241 

経常利益 (千円) 233,186 623,472 

親会社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益 

(千円) 158,910 411,031 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 157,855 416,082 

純資産額 (千円) 1,802,306 1,729,858 

総資産額 (千円) 8,946,936 8,959,444 

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 35.59 92.06 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

(円) － － 

自己資本比率 (％) 20.1 19.3 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適

用した後の指標等となっております。 
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２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

なお、2021年４月１日付で当社を吸収合併存続会社とし、当社の連結子会社であった株式会社ｉＥＰＯを吸収合併

消滅会社とする吸収合併を行ったため、当第１四半期連結会計期間から連結の範囲から除外しております。 

また、同2021年４月１日付で当社の連結子会社である株式会社フィニティを吸収合併存続会社とし、当社の連結子

会社（完全孫会社）であったあけぼのサービス有限会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行ったため、あけぼの

サービス有限会社を連結の範囲から除外しております。 
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第２ 【事業の状況】 

 

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当新規上場申請のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等

に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える

可能性があると認識している主要なリスクの発生又は新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、引き続き今後の経過によっては、当社グループの事業活動及び収

益確保に影響を及ぼす可能性があります。 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

(1) 経営成績等の状況の概要 

① 経営成績の状況 

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、昨年から続く新型コロナウイルス感染症拡大の影響により

経済活動が制限されており、３度目の緊急事態宣言が解除されたものの、デルタ型変異株の感染が各地で急速に

拡大しており、依然として不透明な状況が続いております。 

建設業界におきましては、低金利政策の恩恵や昨年の需要の落ち込みの反動等もあり、日本国内の新設住宅着

工戸数は、前年同月比で増加傾向（４月7.1％増、５月9.9％増、６月7.3％増）であるものの、デルタ型変異株に

よる経済への影響等により、引き続き予断を許さない状況が続いております。また、米国の住宅需要の高まりや、

欧米におけるコンテナー滞留の影響等により引き起こされた木材価格の高騰、供給不足（ウッドショック）の影

響もあり、先行き不透明な状況が続いております。 

このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,871,089千円、営業利益は209,855千円、経常

利益は233,186千円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は158,910千円となりました。なお、収益認識会

計基準等の適用により、当第１四半期連結累計期間の売上高は109,085千円減少しておりますが、営業利益及び経

常利益は1,631千円の増加となりました。 

 

各セグメント別の状況は以下のとおりです。 

 

＜バイオマテリアル事業＞ 

新型コロナウイルス感染症の影響による企業活動低迷、ウッドショックにおける市場の冷え込みも予測され

ましたが、住宅ローン控除の再延期等により住宅着工戸数が前年比較にて大きく増加となり、解体工事の発生

が多い状況となりました。関東地区では、５月に木質燃料チップユーザーの火災及び故障が重なり、木質燃料

チップ市場が一時的に供給過多の状況となりました。好況な市場動向にあわせて、顧客への木材持込キャンペ

ーン等の入荷促進活動を行い、入荷増量に注力致しました。また、愛知県東三河における設楽ダム関連工事の

木材処理を受注し、ＣＥＰＯ半田バイオマス発電所への安定的な燃料供給へ繋げました。その他、中国経済好

景気の影響により鉄相場が大幅に上昇し、木質処理工程にて発生する鉄くず（釘等）の有価販売売上に大きく

貢献致しました。以上の結果、セグメント売上高は1,322,280千円、セグメント利益は232,054千円となりまし

た。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は104,859千円の減少しておりますが、営業利益及び経常

利益への影響はありません。 

 

＜資源循環事業＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大対策による在宅勤務の定着化により郊外への住居（拠点）移動が活発化し、

大都市周辺への新築住宅建設が活発な状況となりました。当社事業エリアである千葉県においては、一昨年の

台風災害からの復旧による新築需要もあり特に顕著な状況となりました。一方で、ウッドショックの影響によ

り建築木材の入手難の為、工期の延長や着工遅れが発生しており、住宅価格にも影響を及ぼす状況となってお

ります。そのような状況のもと、郊外で拠点を新規開設する住宅メーカーをターゲットに営業を行い、新規大
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手顧客を確保し、取扱数量の増量を図りました。以上の結果、セグメント売上高は358,446千円、セグメント利

益は38,377千円となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は9,016千円の減少しておりま

すが、営業利益及び経常利益への影響はありません。 

 

＜環境物流事業＞ 

欧米の新型コロナウイルス感染症拡大や中国の景気回復による海上コンテナー不足から世界的な物流コスト

増等により物流機器需要が低調に推移しました。また、ウッドショックによる木材価格の高騰により、環境物

流事業の主力商品である木質物流機器（木製パレット）価格が影響を受ける状況となりました。そのような状

況のもと、大手企業から排出された木製パレットを原材料とする木製再生パレットの販売に活路を見出し、中

古リニューアル製品の販売に注力致しました。また、ＳＤＧｓ意識の広まりに伴い、廃棄物削減を目指す企業

が増え、当社のリサイクルに関心を持つ企業や地方自治体が増えてきました。強化段ボール製品製造において

は、弥富市と災害時用段ボールベッドの供給協定を締結致しました。今後も他の自治体と協定締結を進めて参

ります。以上の結果、セグメント売上高は163,392千円、セグメント損失は5,918千円となりました。なお、収

益認識会計基準等の適用による影響はありません。 

 

＜その他＞ 

環境コンサルティング事業において、新型コロナウイルス感染症による営業活動が制限される中、オンライ

ンセミナー等のリモート営業の推進により、ＳＤＧｓ関連の環境コンサルティングサービスが堅調に推移致し

ました。以上の結果、セグメント売上高は107,223千円、セグメント損失は10,820千円となりました。なお、収

益認識会計基準等の適用により、売上高は4,790千円増加し、営業利益及び経常利益は1,631千円の増加となり

ました。 

 

② 財政状態の状況 

（資産） 

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は8,946,936千円となり、前連結会計年度末から12,508千円減

少しました。主な要因は以下のとおりであります。 

流動資産は前連結会計年度末から142,126千円減少しました。これは主に現金及び預金が85,554千円、仕掛品

が65,591千円減少したことによるものです。 

固定資産は前連結会計年度末から129,673千円増加しました。これは主に、建設仮勘定が84,572千円、保険積

立金が58,577千円増加したことによるものです。 

 

（負債） 

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は7,144,629千円となり、前連結会計年度末から84,956千円減

少しました。主な要因は以下のとおりであります。 

流動負債は前連結会計年度末から76,051千円減少しました。これは主に、未払法人税等が77,899千円が減少

したことによるものです。 

固定負債は前連結会計年度末から8,905千円減少しました。これは主に、リース債務が6,916千円減少したこ

とによるものです。 

 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は1,802,306千円となり、前連結会計年度末から72,448千円

増加しました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により73,503千円増加したことによるも

のです。 

 

(2) 経営方針・経営戦略等 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。 
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(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発活動に関する費用の総額は、8,677千円であ

ります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 

３ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

 (注)2021年10月19日開催の臨時株主総会において、発行可能株式総数を17,920,000株とする定款変更が承認されて

おります。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(2021年６月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(2022年３月18日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 4,480,000 4,480,000 非上場 
 単元株式数は100株 
 であります。 

計 4,480,000 4,480,000 ― ― 

(注)2021年10月19日開催の臨時株主総会決議により１単元を100株とする単元株制度を採用しております。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

② 【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

2021年４月１日～ 
2021年６月30日 

― 4,480,000 ― 310,000 ― 58,145 

 

(5) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   2021年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 ― ― 

15,080 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,464,920 ― 
4,464,920 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 4,480,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,464,920 ― 

 

② 【自己株式等】 

    2021年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
フルハシＥＰＯ株式会社 

名古屋市中区金山一丁目14
番18号 

15,080 ― 15,080 0.34 

計 ― 15,080 ― 15,080 0.34 

 

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。 

 

２  監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期連結会計期間(2021年４月１日から2021年６月30日まで)及び第１四半期連結累計

期間(2021年４月１日から2021年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による

四半期レビューを受けております。 

 

３  最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７-６」の規定に準じて前年同四

半期との対比は行っておりません。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2021年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2021年６月30日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 768,850 683,296 

  受取手形及び売掛金 944,126 － 

  受取手形、売掛金及び契約資産 － 906,203 

  商品及び製品 40,365 44,329 

  仕掛品 126,457 60,866 

  原材料及び貯蔵品 28,585 25,822 

  その他 125,825 170,520 

  貸倒引当金 △9,408 △8,363 

  流動資産合計 2,024,802 1,882,675 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,998,013 1,980,742 

   機械装置及び運搬具（純額） 388,028 382,850 

   土地 2,693,424 2,694,799 

   リース資産（純額） 435,021 442,552 

   建設仮勘定 70,904 155,476 

   その他（純額） 29,312 35,765 

   有形固定資産合計 5,614,705 5,692,187 

  無形固定資産   

   リース資産 58,391 51,780 

   その他 27,655 24,942 

   無形固定資産合計 86,047 76,723 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 360,337 342,275 

   長期貸付金 18,531 18,211 

   繰延税金資産 173,903 196,670 

   保険積立金 586,043 644,621 

   その他 96,582 95,223 

   貸倒引当金 △1,564 △1,652 

   投資その他の資産合計 1,233,833 1,295,349 

  固定資産合計 6,934,586 7,064,260 
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  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2021年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2021年６月30日) 

 繰延資産   

  社債発行費 55 － 

  繰延資産合計 55 － 

 資産合計 8,959,444 8,946,936 

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 193,134 209,248 

  短期借入金 430,000 509,950 

  １年内償還予定の社債 10,000 － 

  １年内返済予定の長期借入金 981,362 1,012,650 

  リース債務 167,866 175,727 

  未払法人税等 177,712 99,812 

  賞与引当金 123,741 186,264 

  その他 1,135,801 949,914 

  流動負債合計 3,219,618 3,143,567 

 固定負債   

  長期借入金 3,009,351 3,014,288 

  リース債務 363,138 356,222 

  役員退職慰労引当金 283,000 285,834 

  退職給付に係る負債 232,262 238,710 

  資産除去債務 67,943 68,041 

  その他 54,271 37,964 

  固定負債合計 4,009,967 4,001,061 

 負債合計 7,229,585 7,144,629 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 310,000 310,000 

  資本剰余金 58,565 58,565 

  利益剰余金 1,346,072 1,419,575 

  自己株式 △4,026 △4,026 

  株主資本合計 1,710,610 1,784,114 

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 8,785 4,777 

  為替換算調整勘定 10,462 13,415 

  その他の包括利益累計額合計 19,248 18,192 

 純資産合計 1,729,858 1,802,306 

負債純資産合計 8,959,444 8,946,936 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年６月30日) 

 売上高 1,871,089 

 売上原価 1,019,260 

 売上総利益 851,829 

 販売費及び一般管理費 641,974 

 営業利益 209,855 

 営業外収益  

  受取利息 15 

  受取配当金 13,671 

  受取保険金 12,503 

  持分法による投資利益 5,953 

  その他 4,939 

  営業外収益合計 37,082 

 営業外費用  

  支払利息 12,157 

  その他 1,593 

  営業外費用合計 13,751 

 経常利益 233,186 

 特別利益  

  固定資産売却益 5,788 

  特別利益合計 5,788 

 特別損失  

  固定資産除却損 1,317 

  特別損失合計 1,317 

 税金等調整前四半期純利益 237,657 

 法人税、住民税及び事業税 99,717 

 法人税等調整額 △20,970 

 法人税等合計 78,746 

 四半期純利益 158,910 

 親会社株主に帰属する四半期純利益 158,910 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年６月30日) 

 四半期純利益 158,910 

 その他の包括利益  

  その他有価証券評価差額金 △4,008 

  為替換算調整勘定 2,952 

  その他の包括利益合計 △1,055 

 四半期包括利益 157,855 

  (内訳)  

  親会社株主に係る四半期包括利益 157,855 

  非支配株主に係る四半期包括利益 ― 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

(収益認識に関する会計基準等の適用) 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、バイオマテリアル事業及び資源循環事業に係る収益について、

従来は、総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を

判断した結果、一部の取引について純額で収益を認識する方法に変更しております。 

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は109,085千円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益は1,631千円の増加となりました。また、利益剰余金の当期首残高は3,891千円増加しております。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示する

こととしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新

たな表示方法により組替えを行っておりません。 

 

(時価の算定に関する会計基準等の適用) 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響は

ありません。 
  

─ 13 ─



(四半期連結貸借対照表関係) 

保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

 

 
前連結会計年度 
(2021年３月31日) 

 当第１四半期連結会計期間 
（2021年６月30日）  

ＣＥＰＯ半田バイオマス発電㈱ 1,634,780千円 1,634,780千円 

川崎バイオマス発電㈱ 48,360 〃 42,120 〃 

計 1,683,140千円 1,676,900千円 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

 

  
当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年６月30日) 

減価償却費 111,869千円 

 

 

(株主資本等関係) 

当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日) 

１ 配当金支払額 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2021年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 89,298 20.00 2021年３月31日 2021年６月29日 利益剰余金 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１ 当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 

        (単位：千円) 

 

報告セグメント 
その他事業 
 (注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結損
益計算書計上
額(注)３ 

バイオマテ
リアル事業 

資源循環 
事業 

環境物流 
事業 

計 

売上高         

 廃棄物処分・ 
 収集運搬 

803,345 348,793 90 1,152,228 － 1,152,228 － 1,152,228 

 製品・商品  
 (注)４ 

443,895 826 161,907 606,629 353 606,982 － 606,982 

 その他(注)５ 60,414 7,107 － 67,522 44,355 111,877 － 111,877 

 顧客との契約 
 から生じる 
 収益 

1,307,655 356,727 161,997 1,826,380 44,709 1,871,089 － 1,871,089 

 外部顧客への 
 売上高 

1,307,655 356,727 161,997 1,826,380 44,709 1,871,089 － 1,871,089 

 セグメント間 
 の内部売上高 
 又は振替高 

14,624 1,719 1,395 17,739 62,514 80,253 △80,253 － 

計 1,322,280 358,446 163,392 1,844,120 107,223 1,951,343 △80,253 1,871,089 

セグメント利益 
又は損失（△） 

232,054 38,377 △5,918 264,514 △10,820 253,693 △20,506 233,186 

 （注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境コンサルティング、 

      セキュリティ等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

４．「製品・商品」の主なものは「バイオマテリアル事業」における木質チップと、「環境物流事業」におけ 

  る木質パレット等を含む物流機器の販売であります。 

５．「その他」の主なものは「バイオマテリアル事業」と「資源循環事業」における有価物売却であります。 

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 
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(収益認識関係) 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

 

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年６月30日) 

１株当たり四半期純利益 35円59銭 

(算定上の基礎)  

 親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 158,910 

 普通株主に帰属しない金額(千円) － 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する 
 四半期純利益(千円) 

158,910 

 普通株式の期中平均株式数(株) 4,464,920 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 

該当事項はありません。 
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